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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第40期

第３四半期
連結累計期間

第41期
第３四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 12,316,327 13,055,270 16,855,654

経常利益 (千円) 1,376,158 2,123,071 2,340,310

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 920,827 1,537,669 1,682,368

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,041,413 1,541,321 1,936,273

純資産額 (千円) 25,358,382 27,270,511 26,264,892

総資産額 (千円) 33,549,300 35,913,272 34,086,056

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 28.94 48.21 52.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 28.76 47.94 52.53

自己資本比率 (％) 75.0 75.3 76.6
 

　

回次
第40期

第３四半期
連結会計期間

第41期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.41 14.97
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

（医薬品事業）

当第３四半期連結会計期間において、JCR INTERNATIONAL SAを新規設立しております。

この結果、平成27年12月31日現在では、当社グループは、当社、連結子会社５社およびその他の関係会社２社によ

り構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の概況は次のとおりであります。

本2015年度を起点とする５ヵ年中期経営計画を策定し、その実現に向けた取り組みをスタートさせました。施策

の第１弾として、主力製品であるヒト成長ホルモン製剤グロウジェクト®および腎性貧血治療薬エポエチンアルファ

ＢＳ注の販売促進強化、ならびに自社技術を生かした事業開発・ライセンス機能強化を目的とした組織改革を実施

いたしました。

また、将来の事業分野拡大に大きく寄与してくる可能性のある出来事も続きました。その１つは、昨年９月18日

付で、ヒト間葉系幹細胞（ＭＳＣ）を利用した日本初の他家由来の再生医療等製品テムセル®ＨＳ注（開発番号：Ｊ

Ｒ－０３１）について、「造血幹細胞移植後の急性移植片対宿主病（急性ＧＶＨＤ）」を適応症として製造販売承

認を取得したことです。本製品は、生細胞を利用した製品であるという特性から品質保持のため超低温下での流通

が必要となります。これに対応するため、株式会社メディパルホールディングスと共同で液体窒素を用いた超低温

輸送システムを開発し、緊急時にも速やかに臨床現場に安定した品質の本製品をお届けできる体制を構築してお

り、患者様のもとに１日でも早く本製品をお届けできる様に準備を進めております。

さらに、当社独自の血液脳関門通過技術Ｊ－Ｂｒａｉｎ　Ｃａｒｇｏ®を自社利用のみならず他社へのライセンス

も目指して、昨年６月には大日本住友製薬株式会社と、昨年７月にはエーザイ株式会社との間でそれぞれフィージ

ビリティスタディ契約を締結いたしました。今後も本技術を含めた自社技術のライセンスビジネス強化を図ってま

いります。

研究開発面におきましては、昨年７月にグロウジェクト®の新たな剤型として液状製剤の製造販売承認申請を行い

ました。また、希少疾病であるファブリー病の治療酵素製剤（開発番号：ＪＲ－０５１）の臨床試験において先行

バイオ医薬品との生物学的同等性および安全性を確認したほか、長期持続型の腎性貧血治療薬のバイオ後続品（開

発番号：ＪＲ－１３１）の臨床試験に着手いたしました。このほか、Ｊ－Ｂｒａｉｎ　Ｃａｒｇｏ®を利用したハン

ター症候群治療酵素製剤（開発番号：ＪＲ－１４１）、持続型成長ホルモン製剤（開発番号：ＪＲ－１４２）等

様々なテーマの研究開発を進捗させました。

主力製品のグロウジェクト®は、販売促進強化の効果もあり、前期に引き続き順調に売上が伸長して76億22百万円

（前年同期比４億37百万円増）となりました。また、エポエチンアルファＢＳ注や尿由来製品も順調に推移したこ

となどにより、医薬品事業の売上高は127億58百万円（前年同期比７億68百万円増）となり、医療用・研究用機器事

業の売上高２億96百万円（前年同期比29百万円減）を合わせた当社グループの売上高は130億55百万円（前年同期比

７億38百万円増）となりました。

利益面におきましては、売上高の増収効果に加えて販売費及び一般管理費の減少（前年同期比３億77百万円減の

65億25百万円）などにより、営業利益は19億28百万円（前年同期比７億41万円増）、経常利益は21億23百万円（前

年同期比７億46百万円増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は15億37百万円（前年同期比６億16百万円増）と

なりました。
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セグメント別の状況は以下のとおりであります。

① 医薬品事業

医薬品事業におきましては、グロウジェクト®は前期に引き続き順調に売上が伸長して76億22百万円（前年同期比

４億37百万円増）となりました。また、エポエチンアルファＢＳ注や尿由来製品も順調に推移したことなどによ

り、医薬品事業の売上高は127億58百万円（前年同期比７億68百万円増）を計上することが出来ました。セグメント

利益につきましては、売上高の増収効果および販売費及び一般管理費の減少などにより、19億５百万円（前年同期

比７億41百万円増）となりました。

② 医療用・研究用機器事業

医療用・研究用機器事業の売上高は２億96百万円（前年同期比29百万円減）、セグメント利益は21百万円（前年

同期比0.8百万円増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は359億13百万円（前連結会計年度末比18億27百万円増）、負債合

計は86億42百万円（前連結会計年度末比８億21百万円増）、純資産合計は272億70百万円（前連結会計年度末比10億

５百万円増）となりました。

流動資産は、有価証券が減少した一方で現金及び預金およびたな卸資産が増加したことなどにより、前連結会計

年度末に比べ14億69百万円増加して186億60百万円となりました。固定資産につきましては、投資有価証券が増加し

たことなどにより、前連結会計年度末に比べ３億57百万円増加して172億52百万円となりました。

流動負債は、短期借入金が減少した一方で買掛金および未払法人税等が増加したことなどにより、前連結会計年

度末に比べ９億36百万円増加して60億71百万円となりました。固定負債は、長期借入金が増加した一方で、リース

債務が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ１億14百万円減少して25億71百万円となりました。

純資産につきましては、配当金の支払いがあった一方、四半期純利益の計上などにより、前連結会計年度末に比

べ10億５百万円増加して272億70百万円となりました。

これらの結果、第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.3ポイント減少し

て75.3％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,349,162千円（前年同期実績2,461,156千円）であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 従業員の状況

当第３四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注および販売実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動および新たに確定した重要な設備の新設、除却等

はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 32,421,577 32,421,577
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 32,421,577 32,421,577 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、平成28年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 ― 32,421,577 ― 9,061,866 ― 7,827,788
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＣＲファーマ株式会社(E00973)

四半期報告書

 5/18



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 421,100
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

31,988,900
319,889 ―

単元未満株式 普通株式 11,577
 

― ―

発行済株式総数 32,421,577 ― ―

総株主の議決権 ― 319,889 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれておりま

す。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）が所有する

100,000株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同社名義の完全議決権株式に係る議決権の

数1,000個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ＪＣＲファーマ株式会社

兵庫県芦屋市春日町
３番19号

421,100 ― 421,100 1.30

計 ― 421,100 ― 421,100 1.30
 

(注)　当社は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」の導入に伴い、資産管理サービス信託銀行㈱（信託Ｅ口）（東京

都中央区晴海１丁目８番12号）へ自己株を拠出しております。なお、自己名義所有株式数については、平成27

年12月31日現在において信託Ｅ口が所有する当社株式100,000株を自己株式数に含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,137,461 1,390,107

  受取手形及び売掛金 5,203,535 5,223,529

  有価証券 3,735,997 3,555,950

  商品及び製品 1,522,844 1,685,574

  仕掛品 1,163,508 1,276,903

  原材料及び貯蔵品 3,715,196 4,764,839

  その他 712,494 763,569

  貸倒引当金 △12 △3

  流動資産合計 17,191,026 18,660,471

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 4,611,447 4,610,400

   土地 3,882,338 3,882,338

   建設仮勘定 135,011 175,826

   その他（純額） 2,983,103 2,787,722

   有形固定資産合計 11,611,900 11,456,288

  無形固定資産 75,242 84,098

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,891,136 4,428,552

   その他 1,339,665 1,306,777

   貸倒引当金 △22,915 △22,915

   投資その他の資産合計 5,207,886 5,712,414

  固定資産合計 16,895,030 17,252,801

 資産合計 34,086,056 35,913,272

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 534,008 1,268,752

  短期借入金 1,949,860 1,685,260

  未払法人税等 76,894 502,004

  賞与引当金 389,552 217,473

  役員賞与引当金 75,200 56,265

  その他 2,109,424 2,341,694

  流動負債合計 5,134,939 6,071,450

 固定負債   

  長期借入金 716,680 796,885

  債務保証損失引当金 374,920 362,705

  退職給付に係る負債 457,021 504,944

  その他 1,137,603 906,776

  固定負債合計 2,686,225 2,571,310

 負債合計 7,821,164 8,642,761
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,061,866 9,061,866

  資本剰余金 10,949,502 10,961,049

  利益剰余金 5,780,476 6,678,342

  自己株式 △571,078 △557,889

  株主資本合計 25,220,767 26,143,369

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 732,890 729,405

  繰延ヘッジ損益 11,077 -

  為替換算調整勘定 235,928 224,948

  退職給付に係る調整累計額 △99,363 △70,309

  その他の包括利益累計額合計 880,533 884,045

 新株予約権 162,956 242,323

 非支配株主持分 634 774

 純資産合計 26,264,892 27,270,511

負債純資産合計 34,086,056 35,913,272
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 12,316,327 13,055,270

売上原価 4,226,810 4,600,996

売上総利益 8,089,516 8,454,274

販売費及び一般管理費   

 販売費及び一般管理費合計 6,903,078 6,525,985

営業利益 1,186,437 1,928,288

営業外収益   

 受取利息 25,455 21,275

 受取配当金 24,233 23,307

 為替差益 2,139 -

 有価証券償還益 48,480 79,453

 補助金収入 60,354 98,224

 貸倒引当金戻入額 48,952 9

 その他 38,474 22,432

 営業外収益合計 248,090 244,702

営業外費用   

 支払利息 29,069 24,919

 為替差損 - 6,096

 保険解約損 - 8,567

 その他 29,300 10,336

 営業外費用合計 58,370 49,919

経常利益 1,376,158 2,123,071

特別利益   

 債務保証損失引当金戻入額 - 12,215

 特別利益合計 - 12,215

特別損失   

 固定資産処分損 3,186 147

 特別損失合計 3,186 147

税金等調整前四半期純利益 1,372,971 2,135,138

法人税、住民税及び事業税 84,370 601,907

法人税等調整額 367,670 △4,578

法人税等合計 452,041 597,329

四半期純利益 920,929 1,537,809

非支配株主に帰属する四半期純利益 101 139

親会社株主に帰属する四半期純利益 920,827 1,537,669
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 920,929 1,537,809

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 74,622 △3,485

 繰延ヘッジ損益 8,972 △11,077

 為替換算調整勘定 11,497 △10,979

 退職給付に係る調整額 25,391 29,054

 その他の包括利益合計 120,484 3,512

四半期包括利益 1,041,413 1,541,321

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,041,312 1,541,182

 非支配株主に係る四半期包括利益 101 139
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結会計期間より、新たに設立したJCR INTERNATIONAL SAを連結の範囲に含めております。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

保証債務

当第３四半期連結累計期間の末日において、当社の取引先である㈱バイオマトリックス研究所の金融機関からの

借入金317,705千円(前連結会計年度末現在347,920千円)について債務保証を行っております。

　また、上記以外に同社の金融機関からの借入金45,000千円（前連結会計年度末現在27,000千円）について、定期

預金45,000千円を担保に供しております。

　なお、上記の当社が債務保証および担保提供を行っている同社の借入金残高の全額につきまして、債務保証損失

引当金を設定しております。

 
(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

減価償却費 990,606千円 1,035,099千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月９日
取締役会

普通株式 318,883 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 271,450 8.50 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金
 

(注) １．平成26年５月９日取締役会決議および平成26年10月31日取締役会決議の各配当金について、配当金の総額に

は、株式給付信託制度における信託が有する自社の株式に対する配当がそれぞれ1,000千円および850千円含

まれております。

２．平成26年５月９日取締役会決議の配当金について、１株当たり配当額には、記念配当３円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日
取締役会

普通株式 319,838 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 319,965 10.00 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金
 

(注)　平成27年５月12日取締役会決議および平成27年10月30日取締役会決議の各配当金について、配当金の総額に

は、株式給付信託制度における信託が有する自社の株式に対する配当がそれぞれ1,000千円含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２医薬品事業
医療用・研究用

機器事業
計

売上高      

  外部顧客への売上高 11,990,298 326,028 12,316,327 － 12,316,327

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 48,359 48,359 △48,359 －

計 11,990,298 374,387 12,364,686 △48,359 12,316,327

セグメント利益 1,164,696 20,281 1,184,978 1,459 1,186,437
 

(注) １　セグメント利益の調整額1,459千円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結損益
計算書計上額

(注) ２医薬品事業
医療用・研究用

機器事業
計

売上高      

  外部顧客への売上高 12,758,304 296,965 13,055,270 － 13,055,270

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 28,342 28,342 △28,342 －

計 12,758,304 325,308 13,083,612 △28,342 13,055,270

セグメント利益 1,905,841 21,088 1,926,930 1,357 1,928,288
 

(注) １　セグメント利益の調整額1,357千円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 28円94銭 48円21銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 920,827 1,537,669

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

920,827 1,537,669

    普通株式の期中平均株式数(株) 31,822,880 31,893,599

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 28円76銭 47円94銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 199,860 179,817

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

――― ―――

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託制度における信託が保有する自社の株式は、１

株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

100,000株、当第３四半期連結累計期間100,000株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第41期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年10月30日開催の取締役会

において、平成27年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。

① 配当金の総額 319,965千円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月５日

ＪＣＲファーマ株式会社

 取　締　役　会　 御　中

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　　　松　尾　雅　芳　　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　　　矢　倉　幸　裕　　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＣＲファーマ

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＣＲファーマ株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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